
令和３年度 第１回 

九州地方新広域道路交通ビジョン及び計画の検討に係る有識者懇談会 

 

 

日時：令和３年７月２日（金）１５：00～ 

場所：第二合同庁舎 １０階 第４会議室 

                                                      

 

 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

２．挨  拶 

３．出席者紹介 

４．会議規約の改定について                          資料-1 

５．議事 

（1）重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」について 

                                資料-2 

（２）九州地方新広域道路交通ビジョン（案）について          資料-3 

（３）九州地方新広域道路交通計画（案）について           資料-4 

 

６．閉  会 



 
資料－1 

｢九州地方新広域道路交通ビジョン及び計画の検討に係る有識者懇談会｣ 規約（案） 

 

（名称） 

第１条 この懇談会は｢九州地方新広域道路交通ビジョン及び計画の検討に係る有識者懇

談会（以下｢本懇談会｣という。）｣と称する。 

 

（目的） 

第２条 本懇談会は、九州地方における中長期的な観点から広域的な道路交通の今後の方

向性を定める「新広域道路交通ビジョン」及び「新広域道路交通計画」を策定する

にあたり、九州幹線道路協議会の諮問機関として、幅広い知見と視野から高度な指

導・助言を頂くことを目的とする。 

 

（委員） 

第３条 本懇談会の委員は、別表のとおりとする。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、令和４年３月３１日までとする。 

 

（運営） 

第５条 １ 本懇談会は、九州幹線道路協議会会長（以下「会長」という。）の判断により 

開催するものとし、会長が招集する。なお、会長とは、九州地方整備局長であ 

る。 

    ２ 本懇談会の構成は、第３条に定めるとおりとするが、会長の判断により、必要

に応じて臨時委員の委嘱をすることができるものとする。 

３ 本懇談会の事務局を九州地方整備局道路部道路計画第二課に置く。 

 

（規約の改正） 

第６条 本規約の改正は、本懇談会の決議によらなければならない。 

 

 

附則   この規約は、平成３０年１２月１１日から施行する。 

 附則   この規約は、令和 ３年 ７月 ２日から施行する。 





別表 

 

九州地方新広域道路交通ビジョン及び計画の検討に係る 
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委員名簿 
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重要物流道路を契機とした

「新たな広域道路交通計画」について

資料－２

令和３年７月２日

国土交通省 九州地方整備局



重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」の策定について
【重要物流道路制度の概要】

1出典：第16回物流小委員会 資料１重要物流道路制度の創設について（2018年5月18日） に加筆



2出典：第１回新たな広域道路ネットワークに関する検討会 参考資料３重要物流道路制度を契機とした新たな広域道路交通計画（2020年3月24日）

重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」の策定について
【新広域道路交通計画の概要】



3出典：第１回新たな広域道路ネットワークに関する検討会 参考資料３重要物流道路制度を契機とした新たな広域道路交通計画（2020年3月24日）

重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」の策定について
【広域道路交通ビジョンの主な構成】



4出典：第１回新たな広域道路ネットワークに関する検討会 参考資料３重要物流道路制度を契機とした新たな広域道路交通計画（2020年3月24日）

重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」の策定について
【広域道路ネットワーク計画の主な検討の視点】



5出典：第１回新たな広域道路ネットワークに関する検討会 参考資料３重要物流道路制度を契機とした新たな広域道路交通計画（2020年3月24日）

重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」の策定について
【交通・防災拠点／ICT交通マネジメント計画の主な検討の視点】



6
出典：第１回新たな広域道路ネットワークに関する検討会 参考資料３重要物流道路制度を契機とした新たな広域道路交通計画（2020年3月24日）

重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」の策定について
【新たな計画の策定主体・検討体制】



策定スケジュール（案）

7

2018年3月 道路法等の一部を改正する法律
（国土交通大臣が物流上重要な道路輸送網を「重要物流道路」として指定）

2018年6月 新たな広域道路交通ビジョン・計画について、各地域において検討開始

2018年12月 九州地方新広域道路交通ビジョン（案）中間とりまとめ

2021年7月 九州地方新広域道路交通ビジョン（案）・計画（案）

2021年7月上旬 九州地方新広域道路交通ビジョン・計画 策定

2020年6月 新たな広域道路ネットワークに関する検討会 中間とりまとめ

2020年9月 社会資本整備審議会 道路分科会 国土幹線道路部会
持続可能な国土幹線道路システムの構築に向けた取組 中間とりまとめ

2021年6月 九州各県新広域道路交通ビジョン・計画

• 2020年11月 災害に強い国土幹線ネットワーク策定
• 2020年12月 防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策 閣議決定
• 2021年 4月 防災・減災、国土強靭化に向けた道路の5か年対策プログラム 策定

・福岡県、福岡市、北九州市 6月17日策定 ・佐賀県 6月17日策定
・長崎県 6月17日策定 ・熊本県、熊本市 6月14日策定 ・大分県 6月25日策定
・宮崎県 6月11日策定 ・鹿児島県 6月17日策定

・有識者懇談会 7月2日 ・九州地方幹線道路協議会 7月上旬



九州地方新広域道路交通ビジョン（案）概要

資料－３

令和３年７月２日

国土交通省 九州地方整備局



ビジョンの位置づけ
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課題１：主要都市間連絡道路でのミッシ
ングリンクの存在

課題２：都市部での慢性的な渋滞、交
通事故の発生

課題３：激甚化・頻発化する自然災害
発生時の安全性・信頼性の低下

課題４：高規格幹線道路へのアクセスが
困難な半島地域の存在

課題５：国内外からの観光客に対する
道路環境整備の遅れ

課題６：高規格幹線道路からアクセス性
が劣る交通拠点の存在

課題７：老朽化した構造物の急速な増加

課題８：国際海上コンテナ輸送における
通行支障箇所の存在

広
域
的
な
交
通
の
課
題

交
通
課
題
を
踏
ま
え
た
新
た
な
取
組

取組１：円滑な移動環境構築に向けた
交通結節点の機能強化

取組２：災害時を含めた物流拠点の機
能強化

取組３：災害時の防災拠点機能の強化

取組４：ＩＴ技術を活用した災害復旧
支援・安全対策

取組５：交通課題の解消に向けたビッ
グデータの活用

取組６：自動運転技術を活用した新た
な移動手段の確保

九
州
地
方
の
将
来
像

～
日
本
の
成
長
セ
ン
タ
ー
「
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
九
州
」
～

時
代
の
変
化
（
新
た
な
国
土
構
造
の
形
成
・
グ
ロ
ー
バ
ル
化
・
新
技
術
の
発
展
・
社
会
の
変
化
の
可
能
性
へ
の
備
え
）

広
域
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

■都市間道路ネットワークの構築

■都市圏道路ネットワークの構築

■災害に強い道路ネットワークの構築

■半島とのアクセス強化

■広域観光周遊ネットワークの形成

■交通拠点へのアクセス強化

■トラックの大型化に対応した道路
機能の強化

交
通
・
防
災
拠
点

■地域活性化に向けた交通ターミナル
の実現

■九州の産業競争力の強化に向けた生
産性向上を図る物流の実現

■地域創生、防災拠点としての「道の
駅」の活用

Ｉ
Ｃ
Ｔ
交
通
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

■ＩＣＴ等を活用した道路の情報収集
や利活用の強化

■面的な交通マネジメントの強化

■今後の自動運転社会や次世代道路技
術を見据えた「地域における新たな
道路施策」の検討

【広域的な道路交通の基本方針】
【九州地方の将来像】

九州圏広域地方計画

【将来像】

1. 日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2. 三層の重層的な圏域構造からなる

「元気な九州圏」

3. 巨大災害対策や環境調和を

発展の原動力とする「美しく強い九州」

【将来像の実現に向けた５つの戦略】

1. アジアゲートウェイ機能の強化

2. 九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

3. 九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

4. 九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

5. 九州圏の安全・安心の確保

と自然環境・国土の保全

ビジョン（案）骨子
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⚫ 都市部に主要渋滞箇所、事故危険
区間が集中し、都市活動を阻害

◼ 課題２：都市部での慢性的な
渋滞、交通事故の発生

都市部, 

932 , 

84%

地方部, 

176 , 

16%

1,108箇所

都市部

2,005 

66%

その他

1,054 

34%
3,059箇所

▲主要渋滞箇所が存在する区間の地域内訳

出典：九州地方整備局資料（2020.10）

▲事故危険区間の箇所数割合
（地域別・直轄）

出典：九州地方整備局資料「事故危険区間総括表（2020.3末時点）」

広域的な交通の課題

3

⚫ 九州内の横断軸を中心に、地域間交流を阻害
するミッシングリンクが存在

⚫ 都市内の混雑により都市間連絡速度が低下

◼ 課題１：主要都市間連絡道路での
ミッシングリンクの存在

▲高規格幹線道路等開通状況とミッシングリンク ▲主要な都市間連絡速度（2017年度）

出典：
国勢調査（2015）、
第1回新たな広域道路ネットワークに
関する検討会 資料3 広域道路ネット
ワークの課題（2020年3月24日）より

注：【 】内は国勢調査
（2015）による人口
出典：全国道路・街路交
通情勢調査（2015）

▲県庁所在都市・政令市における
一般道路の平均旅行速度（混雑時）

16.1

17.2

17.4

17.9

18.0

18.1

19.2

21.8

23.1

0 5 10 15 20 25

熊本市 【 74万人】

大分市 【 48万人】

佐賀市 【 24万人】

福岡市 【154万人】

鹿児島市【 60万人】

宮崎市 【 40万人】

長崎市 【 43万人】

北九州市【 96万人】

九州内のその他都市

混雑時平均旅行速度（km/h）

対象都市：県庁所在都市・政令市
及び一定の距離離れた人口5万人
以上の都市及び港湾



 

鹿児島県 

宮崎県 
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レンタカー事故件数 うち外国人事故件数※

※観光や出張などで一時的に日本に滞在している外国人

⚫ 観光地間連絡道路に円滑な周遊を阻
害するミッシングリンクが存在

⚫ 訪日外国人によるレンタカー事故
が増加

◼ 課題５：国内外からの観光客
に対する道路環境整備の遅れ

▲九州の主要観光地とミッシングリンク

出典：九州圏広域地方計画

▲レンタカーの交通事故件数の推移
（全国）

出典：交通事故統計表データ（公益財団法人交通事故総合分析センター）

⚫ 自然災害発生のたびに、広域的な
人・モノの移動機能が低下

⚫ 高規格幹線道路の暫定２車線区間
における安全性・信頼性の低下

◼課題３：激甚化・頻発化する自然災
害発生時の安全性・信頼性の低下

▲区間あたりの年間通行止め時間（2017年度）

出典：第1回 新たな広域道路ネットワークに関する検討会
資料3 広域道路ネットワークの課題（2020年3月24日）

▲令和２年７月豪雨時における通行状況

※全面通行止め（片側交互通行除く）

広域的な交通の課題
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⚫ 半島地域は高規格幹線道路ICへの
到達が著しく困難

◼課題４：高規格幹線道路へのア
クセスが困難な半島地域の存在

▲高規格幹線道路IC30分圏域人口割合

▲九州内主要半島
地域の高規格幹線
道路IC30分圏域（薩
摩地域・大隅地域）

82%

45%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

九州全域

半島地域

高速道路IC 30分圏域人口割合

出典：人口は「国勢調査（2015）」より
時間圏はの算出は「全国道路・街路交通情勢調査（2015）」
12時間平均旅行速度より算出

 

出典：熊本県南部周辺通れるマップ（2020年7月4日（月）14：00時点）（九州地方整備局）

 

国道は通行不能。

高速道路は緊急車両
のみ通行可。

高規格幹線道路



32%

68% 77%

23%

⚫ 高規格幹線道路ICからのアクセス
に時間を要する交通拠点の存在

◼課題６：高規格幹線道路からアク
セス性が劣る交通拠点の存在

▲交通拠点と高規格幹線道路ICのアクセス時間

出典：第１回新たな広域道路ネットワークに関する検討会
資料3 広域道路ネットワークの課題（2020年3月24日）

▲九州の高規格幹線道路と空港・港湾・鉄道の位置

⚫ 広域的なネットワーク機能に影響
を与える老朽化構造物の存在

◼ 課題７：老朽化した構造物の
急速な増加

▲高速道路会社・国管理道路上の建設後50年以上の橋梁

出典：道路橋個別点検データ2020年3月末時点（九州地方整備局資料）

【現在（2021時点）】 【20年後】

20年後

広域的な交通の課題
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⚫ 重要物流道路指定区間に国際海上
コンテナ車の通行支障箇所が存在

◼ 課題８：国際海上コンテナ輸送
における通行支障箇所の存在

▲重要物流道路における
特殊車両通行許可必要区間※ （2020年度）

出典：国土交通省HP

※道路構造等の観点から支障がある区間は、通行許可が必要

50.0%

36.4%

63.6%

25.0%

50.0%

27.3%

12.5%

4.5%

9.1%

12.5%

9.1%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

空港

港湾

鉄道

10分以内 20分以内 30分以内 30分以上

建設年次が把握されている77,451橋（橋長2m以上）で整理
現在は2021時点で建設後50年経過している橋梁を整理

 

※対象とした交通拠点
空港：拠点空港、

ジェット化空港
港湾：国際拠点空港、

重要港湾
鉄道：中枢中核都市の

代表駅



◼ 取組２：災害時を含めた物流
拠点の機能強化

交通課題を踏まえた新たな取組

6

⚫ 広域的な防災拠点機能を担う
道の駅

◼ 取組３：災害時の防災拠点
機能の強化

⚫ 鉄道とバス、市電が一体となった交
通結節点の強化

⚫ 高規格幹線道路上での乗り継ぎ拠点や
新幹線と高速バスの乗り継ぎ拠点整備

◼ 取組１：円滑な移動環境構築に
向けた交通結節点の機能強化
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イベント空間

新八代～宮崎間
H23.3.13運行開始
（B&Sみやざき号）

新八代～
鹿児島中央間
H16.3.13開業
（九州新幹線）

博多～新八代間
H23.3.13開業
（九州新幹線）

九州新幹線
の全線開業
に合わせて

B&Sみやざき
号を運行開始

■高速バスと新幹線の連携

宮崎駅西口駅前広場（R2.10）
※宮崎県、JR九州、宮崎交通主体

宮崎駅

高速バス
ターミナル

 

▲鹿児島中央駅地区のモーダルコネクト

出典：かごしま新広域道路交通ビジョン

▲八代駅から東九州をつなぐ「B&S宮崎号」の取り組み

出典：九州地方整備局資料

⚫ 災害時の輸送拠点となる港湾の
活用

▲物資・人材等の支援の状況

出典：2016熊本地震に関する九州地方整備局の活動状況（2016年5月20日）、
被災状況、対応状況（港湾関係） （九州地方整備局）

 

【九州地方整備局】 

海輝・海煌：給水 

（４月 16 日～５月２日） 

【海上自衛隊】 

しもきた（４月 17 日到着） 

【九州地方整備局】 

海翔丸：入浴（４月 26～28 日） 

【中部地方整備局】 

清龍丸：入浴（4 月 23～25 日） 

【北陸地方整備局】 

白山（４月 21 日到着） 

【中国地方整備局】 

おんど 2000（４月 18 日到着） 

りゅうせい （４月 18 日到着） 

【四国地方整備局】 

いしづち（４月 18 日到着） 

くるしま（４月 18 日到着） 

【近畿地方整備局】 

はやたま（４月 18 日到着） 

【中部地方整備局】 

清龍丸（４月 20 日到着） 

・海煌による給水支援 

【奄美海上保安部】 

あまぎ（４月 17 日到着） 

【民間フェリー】 

はくおう（４月 23 日到着） 

 自衛隊の前線基地として活躍 

（道の駅あそ望の郷くぎの） 

 被災地へ向かう支援車両 

（道の駅小国） 

出典：2016熊本地震災害記録誌（一般社団法人九州地域づくり協会・2017.3）

▲熊本地震時における道の駅の活用状況



◼ 取組５：交通課題の解消に
向けたビッグデータの活用

交通課題を踏まえた新たな取組

7

⚫ 人口減少や高齢化が進む地方部の新た
な移動手段となる自動運転技術の活用

⚫ 物流面における国際競争力の強化に
向けた自動運転技術の活用

◼ 取組６：自動運転技術を活用
した新たな移動手段の確保

⚫ 災害発生箇所の現状把握、災害時の通行
可能区間の把握に向けたIT技術の活用

⚫ ETC2.0等を活用した訪日外国人への
事故対策

◼ 取組４：IT技術を活用した災害
復旧支援・安全対策

▲熊本地震時に提供されたビッグデータ
を活用した通行可能な道路情報

出典：九州地方整備局資料

⚫ ビッグデータを用いた渋滞対策の
推進

▲ビッグデータを用いた交通状況の詳細分析
（福岡都市圏の事例）

出典：平成30年度 第１回福岡県交通渋滞対策協議会資料（2018年8月7日）

 

▲ETC2.0等を活用した訪日外国人への
事故対策の取組

■事故対策の実施

出典：第10回 地域道路経済戦略研究会
資料4 九州地方研究会発表資料
（2019年11月29日）

 

▲道の駅を拠点とした自動運転実証実験の概要

出典：九州地方整備局事業概要2020

出典：第2回新しい物流システムに対応した高速道路インフラの活用に関する検
討会資料 資料5 トラック隊列走行への取り組み（2019年1月30日）

▲トラック隊列走行の実証風景
（経産省 トラック隊列走行の社会実装
に向けた実証／2018年北関東道）



九州ブロックにおける広域道路ネットワークの基本方針（ビジョン）

• 都市や拠点を強靭な道路ネットワークで連絡
• 九州内での人やモノの循環を促進
• アジアのゲートウェイとしての機能強化を支援

▲九州の広域道路ネットワーク形成イメージ

■広域道路ネットワークの基本方針（ビジョン）

■九州圏の活力創出や産業活性化、防災機能強化を図るため、人・モ
ノの交流阻害要因となっているミッシングリンク解消に向けた都市
間道路ネットワークの構築を図る。

■九州の経済活動の中心である都市圏において、円滑な経済活動を阻
害する渋滞緩和に向けた都市圏道路ネットワークの構築を図る。

■大規模な自然災害が頻発している九州において、災害時における安
全性・信頼性向上、代替機能強化に向けた災害に強い道路ネット
ワークを構築し、南海トラフ地震発生時の「九州東進作戦」を支援。

■半島地域を多く抱え、国土の有効活用、適正管理を図るた
め、半島とのアクセス強化を図る。
■自然や歴史・文化をはじめとした豊富で・魅力ある九州の
観光資源の連携に向け、広域観光周遊ネットワークの形成
を図る。
■九州の玄関口となる空港・港湾等の交通拠点と広域道路の
アクセス強化を図り、九州内での人・モノの交流促進を支
援する。
■アジアへの近接性から三大都市圏に次ぐ国際コンテナ取扱
量を誇り、円滑なコンテナ輸送を支援するため、トラック
の大型化に対応した道路機能の強化を図る。

南海トラフ地震発生時に
震度（最大値）６強以上
が想定される市町村

国内各圏域との
交流・連携の強化

アジアの成長力を
引き込む

■『クロス』 九州の南北・東西軸をつなぐネットワーク
■『リング』 クロスを中心に、リングで新たに連携するネットワーク

ア
ジ
ア
地
域

▲九州の将来像実現に向けた
広域道路ネットワークの基本方針（ビジョン）

『クロス』 から 『リング』 へ

九州リングネットワーク

8
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九州ブロックにおける
交通・防災拠点の基本方針

（ビジョン）

■交通・防災拠点の基本方針（ビジョン）

■地域活性化に向けた交通ターミナルの実現
• まちづくりと連携し、地域において中心的な役割を担う鉄道
駅等の交通拠点のモーダルコネクト（交通モード間連携）の
強化を図る。

• 道の駅や高速道路SA・PAは、移動中における交通拠点の一端
を担う施設であるため、バス等の乗り継ぎ拠点整備や受け入
れ環境の整備を促進する。

■九州の産業競争力の強化に向けた生産性向上を図る物流の実現
• スマートＩＣと物流施設との直結化、中継輸送のための物流
ターミナルなどの環境整備を推進し、物流の生産性向上を図
る。

• また、物流ターミナルを介した中継輸送によって、ドライ
バー不足の解消やドライバーの働き方改革を支援する。

■地方創生、防災拠点としての「道の駅」の活用
• 九州の広域周遊観光ネットワークを形成する交流・観光拠点
として「道の駅」を整備・活用し、地方創生を推進する。

• 災害時の物資輸送や避難等に資する広域的な「防災拠点」と
して活用するため、「道の駅」におけるソフト・ハードを含
めた防災機能を強化する。

九州ブロックにおける
ICT交通マネジメントの基本方針

（ビジョン）

■ICT交通マネジメントの基本方針（ビジョン）

■ICT等を活用した道路の情報収集や利活用の強化
• ETC2.0を平常時・災害時を問わず収集することで、自動車交
通に対する運行支援システムへの活用はもとより、各種交通
機関とのデータ連携によるモビリティサービスの強化を図る。

• AIによるカメラ画像技術を活用した交通量観測を導入するな
ど、道路交通に係るデータ収集機能のさらなる強化を図る。

■面的な交通マネジメントの強化
• 慢性的な交通渋滞が発生している都市圏や観光地においては、

ETC2.0やAIによる解析技術等を融合し、リアルタイムの情報
提供による交通誘導・最適配分等の効果的な渋滞対策を講じ
ていく。

• 地域や観光地の移動手段の確保・充実や公共交通機関の維持
等を進めるため、新たなモビリティサービスであるMaaSの取
組に加え、スマートシティへの取組についても検討していく。

■今後の自動運転社会や次世代道路技術を見据えた「地域における
新たな道路施策」の検討
• 5G、AI、IoT等の新技術の進展に合わせ、新たな道路施策を
検討するため、交通工学などの分野で研究を進める大学等と
も連携協力して、データ取得から分析、評価、現場への適用
などを総合的に行う取組みを進める。



九州地方新広域道路交通計画（案）概要

資料－４

令和３年７月２日

国土交通省 九州地方整備局



広域道路ネットワーク計画

1

■広域道路ネットワークの階層と要件
⚫ 現状の交通課題の解消を図る観点と新たな国土形成の観点の両論を見据え、平常時・災害時および物流・人流の視点を踏まえ

た具体的なネットワーク計画を策定。
⚫ 該当するネットワークについては、求められる機能、役割により以下の階層に分類。

▲広域道路ネットワークの階層

⚫ 人流・物流の円滑化や活性化によって我が国の経済活動を支えるとともに、激甚化、頻発化、広域化する災害か
らの迅速な復旧・復興を図るため、主要な都市や重要な空港・港湾を連絡するなど、高速自動車国道を含め、こ
れと一体となって機能する、もしくはそれらを補完して機能する広域的な道路ネットワークを構成し、地域の実
情や将来像（概ね20～30 年後）に照らした事業の重要性・緊急性や、地域の活性化や大都市圏の機能向上等の施
策との関連性が高く、十分な効果が期待できる道路で、求められるサービス速度が概ね60km/h以上の道路。

⚫ 全線にわたって、交通量が多い主要道路との交差点の立体化や沿道の土地利用状況等を踏まえた沿道アクセスコ
ントロール等を図ることにより、求められるサービス速度の確保等を図る。

⚫ 原則として以下の何れかに該当する道路。

①ブロック都市圏※１間を連絡する道路
※１ 中枢中核都市や連携中枢都市圏、定住自立圏 等

②ブロック都市圏内の拠点連絡※２や 中心都市※３を環状に連絡する道路
※２ 都市中心部から高規格幹線道路ICへのアクセスを含む
※３ 三大都市圏や中枢中核都市、連携中枢都市

③上記道路と重要な空港・港湾※４を連絡する道路
※４ 拠点空港、その他ジェット化空港、国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾

⚫ 広域道路のうち、高規格道路以外の道路で、求められるサービス速度が概ね40km/h 以上の道路。現道の特に課題
の大きい区間において、部分的に改良等を行い、求められるサービス速度の確保等を図る。

⚫ 原則として以下の何れかに該当する道路。

①広域交通の拠点となる都市※１を効率的かつ効果的に連絡する道路
※１ 中枢中核都市、連携中枢都市、定住自立圏等における中心市

上記圏域内のその他周辺都市（２次生活圏中心都市相当、昼夜間人口比率1以上）
ただし、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域における都市への到達が著しく困難な
場合を考慮する

②高規格道路や上記道路と重要な空港・港湾等※２を連絡する道路
※２ 拠点空港、その他ジェット化空港、国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾、三大都市圏や

中枢中核都市の代表駅、コンテナ取扱駅

＜高規格道路＞

＜一般広域道路＞

⚫ 高規格道路としての役割が期待されるものの、
起終点が決まっていない等、個別路線の調査に
着手している段階にない道路。

＜構想路線＞



広域道路ネットワーク計画
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■広域道路ネットワーク強化の方向性・拠点の設定
⚫ 計画の策定にあたっては、下記の基本方針に沿ってネットワークの効率的な強化を図るものとする。
⚫ 本計画で選定する基幹道路（高規格道路および一般広域道路）を検討する上で、連絡すべき拠点を設定。
⚫ 基幹道路と拠点（物流拠点、防災拠点、交流・観光拠点等）を連絡するラストマイルの機能強化を図ることで、広域道路

ネットワークの機能をより発揮。

基本方針１ 都市間道路ネットワークの構築

基本方針２ 都市圏道路ネットワークの構築

基本方針３ 災害に強い道路ネットワークの構築

基本方針４ 半島とのアクセス強化

基本方針５ 広域観光周遊ネットワークの形成

基本方針６ 交通拠点へのアクセス強化

基本方針７ トラックの大型化に対応した道路機能の強化

▼基本方針（広域道路ネットワーク強化の方向性）

都市※１

北九州市、福岡市、久留米市、大牟田市、直方市、飯塚市、田川市、八女市、朝倉
市、佐賀市、唐津市、鳥栖市、伊万里市、武雄市、長崎市、佐世保市、島原市、諫
早市、熊本市、八代市、人吉市、玉名市、山鹿市、菊池市、天草市、大分市、中津
市、日田市、佐伯市、宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、鹿児島
市、鹿屋市、出水市、指宿市、薩摩川内市、霧島市、南さつま市、南九州市

空港※２ 福岡空港、北九州空港、佐賀空港、長崎空港、熊本空港、大分空港、宮崎空港、鹿
児島空港

港湾※３
北九州港、博多港、苅田港、三池港、唐津港、伊万里港、長崎港、佐世保港、熊本
港、八代港、三角港、別府港、大分港、佐伯港、中津港、津久見港、宮崎港、細島
港、油津港、鹿児島港、志布志港、川内港

鉄道駅
※４

小倉駅、博多駅、久留米駅、佐賀駅、長崎駅、佐世保駅、熊本駅、大分駅、宮崎駅、
鹿児島中央駅、北九州貨物ターミナル駅、福岡貨物ターミナル駅、大牟田オフレー
ルステーション、鳥栖貨物ターミナル駅、鍋島駅、有田オフレールステーション、
八代駅、西大分駅、延岡駅、南延岡駅、佐土原オフレールステーション、都城オフ
レールステーション、川内駅、鹿児島貨物ターミナル駅

▼基幹道路により連絡する拠点

※１：中枢中核都市、連携中枢都市、定住自立圏等における中心市等 ※２：拠点空港、その他ジェット化空港等
※３：国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾等 ※４：中枢中核都市の代表駅、コンテナ取扱駅等

▼基幹道路からラストマイルにより連絡する拠点の例

物流
拠点※１

トラックターミナル、卸売市場、工業団地、
特定流通業務施設、流通業務地区、保税地域

防災
拠点※２

自衛隊基地・駐屯地、広域防災拠点（備蓄基地）、
災害医療拠点（総合病院等）、
広域的な防災機能強化を図る「道の駅」、
災害時民間物資集積拠点、製油所、油槽所

交流・
観光
拠点

地域で重要な観光地、
新幹線駅及びその他主要な駅、
主要離島航路フェリーターミナル

※１：現在指定されている重要物流道路で考慮した主な拠点を記載
※２：現在指定されている代替・補完路で考慮した主な拠点を記載

（「道の駅」は除く）



広域道路ネットワーク計画
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■広域道路ネットワーク路線

⚫ 基本方針を踏まえ、拠点を連絡する「高規格道路」
「一般広域道路」からなる広域道路ネットワークを
選定した。

▼高規格道路

・九州縦貫自動車道鹿児島線 ・有明海沿岸道路

・九州縦貫自動車道宮崎線 ・佐賀唐津道路

・九州横断自動車道長崎大分線 ・島原道路

・九州横断自動車道延岡線 ・熊本天草幹線道路

・東九州自動車道 ・中九州横断道路

・関門自動車道 ・宮崎東環状道路

・西九州自動車道 ・都城志布志道路

・南九州西回り自動車道 等

▼一般広域道路

・国道2号 ・国道201号 ・国道218号

・国道3号 ・国道202号 ・国道220号

・国道10号 ・国道203号 ・国道224号

・国道34号 ・国道205号 ・国道225号

・国道35号 ・国道208号 ・国道226号

・国道57号 ・国道209号 等

・国道58号 ・国道210号

■九州ブロック 広域道路ネットワーク計画図（案）



◼ 産業競争力の強化を図る
物流拠点整備

交通・防災拠点計画
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おｒ

⚫ 「道の駅」の広域的な「防災拠点」と
しての防災機能強化

⚫ 交通ターミナルにおける防災機能
強化

⚫ SA・PAにおけるNEXCOと関係自治
体間での防災協定締結

◼ 「道の駅」等での防災拠点化
整備

【交通拠点整備】
⚫ 鉄道駅等における交通ターミナル整
備（バスタプロジェクト）

⚫ 道の駅やSA・PAにおけるバス等の
乗り継ぎ拠点整備

⚫ 鉄道駅等における乗り継ぎ駐車場・
駐輪場整備

【交流・観光拠点整備】
⚫ 「道の駅」への観光施設等の併設に
よる交流・観光拠点化

⚫ IC近傍「道の駅」の高速道路一時退
出利用

⚫ SA・PAと公園・休憩施設との連結
の検討・整備

⚫ 「道の駅」やSA・PAにおけるEV急
速充電設備の増設

◼ 地域活性化に向けた交通・
交流拠点整備

⚫ スマートICによる工業団地等の物流
施設と高速道路の直結

⚫ 「道の駅」における農作物の集荷拠
点環境の整備

⚫ SA・PAにおける大型車駐車マスの
拡充

▲味坂スマートIC（仮称）の整備
▲交通結節点機能強化の整備イメージ
（長崎市中心部（長崎駅周辺地区））

出典：長崎市中心部の交通結節機能強化の基本計画（長崎県HP）（2020年7月）

出典：九州地方整備局記者発表資料 味坂スマートインターチェンジが今年度
新規事業化 （2018年8月10日）

▲「道の駅」における防災施設整備
（道の駅「たのうら」）

防災倉庫 防災トイレ

▲令和2年7月豪雨における
地域の経済・生活復旧支援（坂本PA他）

出典：第47回国土幹線道路部会 資料４-西日本高速道路（株）提出資料
（2021年1月20日）



ICT交通マネジメント計画
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⚫ 中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス
⚫ 内閣府未来技術社会実装事業等と連携した自動運転サービス
導入支援事業

◼ 自動運転の普及・促進に向けた取組

⚫ 災害時の運行支援情報「通れるマップ」の提供
⚫ AIによるカメラ画像解析を活用した交通量観測
⚫ 観光地渋滞対策
⚫ 訪日外国人観光客レンタカーピンポイント事故対策
⚫ 各種モード間のシームレスな乗継ぎ等を支援するMaaSの取組
⚫ スマートシティの実現に向けた取組

◼ ICT等を活用した交通マネジメントの強化

▲令和2年7月豪雨時の通れるマップ

出典：第41回国土幹線道路部会 資料４ IT技術を活用した道路行政
（2020年8月21日）

⚫ 飛躍的に進化する情報通信技術を新たな道路政策に取り入
れていくため、渋滞対策協議会や地域道路経済戦略研究会
等を活用し、大学等と連携協力した検討体制を構築

◼ 推進体制

▲CCTV画像のAI解析による交通量把握

▲宮崎市・日南市でのMaaS実証実験での提供サービス例

出典：九州運輸局記者発表資料
私の楽しいに一直線！
宮崎・日南エリアの移動
が変わります！～ 宮崎
県で「MaaS」の実証実
験が行われます ～
（2020年10月19日）

▲みやま市での自動運転実証実験の概要

▲対馬市での自動運転サービス提供イメージ

出典：第3回中山間地域におけ
る道の駅等を拠点とし
た自動運転ビジネスモ
デル検討会
資料1 H29年度の実験
の概要について
（2018年5月14日）

出典：未来技術社会実装事業
（令和２年度選定）事
業概要（内閣府地方創
生推進事務局）
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